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幼児にたいする個別指導計画作成の現状と意義
Current status and significance of making individual guidance plans 
for infants
小笠原 明子１ ・前田 泰弘２ ・匝瑳 岳美３
Akiko OGASAWARA ,  Yasuhiro MAEDA , Takemi SOSA
要約：
保育所や幼稚園、幼保連携型認定こども園（以下、保育所等）では保育計画を作成
し、それに沿って保育を行っている。この保育計画は、保育所保育指針、幼稚園教育
要領、認定こども園教育・保育要領（以下、３つの指針・要領）をもとに作られている。
本研究では、保育計画を子ども個々の発達に合わせて作成する、個別の指導計画（以下、
個別指導計画）の作成の意義と有用性について検討した。その結果、３つの指針・要
領には、３歳以上児にたいする個別指導計画の作成について具体的な記載がなかった。
一方で、３歳以上児は個から集団へと社会性が拡大する過程で、個の育ちも丁寧に確
認することが大切であることから、個の育ちを保障する個別指導計画の作成が望まれる
と考えられた。また、個別指導計画の作成やその評価のために、体系化された発達理
論や発達指標を使うことや、保護者との連携の中で進めることの大切さが指摘できた。
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１. はじめに
保育所等での活動は、綿密に練られた保育計画や指導計画の上に成り立っている。
保育・指導計画の作成については、保育所であれば保育所保育指針、幼稚園であれ
ば幼稚園教育要領、幼保連携型認定こども園では幼保連携型認定こども園教育・保
育要領の中で規定されている。たとえば保育所保育指針では、保育所の保育計画に
ついて、まず全体的な保育の計画をもとに子どもの生活や発達を見通した長期的な
指導計画（年間）を作成し、それとの関連性を考慮しながら、子どもの日々の生活
に即したより具体的な短期指導計画（期別・月間・週案等）を作成することを示し
ている１）。そして、作成にあたっては子ども一人ひとりの発達の過程や状況を十分
に踏まえ、実施後には指導計画の振り返りと実施の評価を行うことを示している２）。
また、幼稚園教育要領と幼保連携型認定こども園教育・保育要領では、幼稚園およ
び幼保連携型認定こども園の指導計画について、幼児（園児）の発達に即して一人
ひとりが幼児期にふさわしい生活を展開し、必要な体験を得られるよう具体的に作
成することを示している３）４）。
子ども一人ひとりの発達を踏まえた保育を行うためには、子ども個々について個
別指導計画が作成されることが望ましい。これに関連することとして、保育所保育
指針では、３歳未満の児について「一人一人の子どもの成育歴、心身の発達、活動
の実態等に即して個別的な計画を作成すること」を示している１）。また、保育所保
育指針解説の中でも「３歳未満児は特に心身の発育・発達が顕著な時期であると同
時に、その個人差も大きいため、一人一人の子どもの状態に即した保育が展開でき
るよう個別の指導計画を作成することが必要である」と示している５）。一方で、３
歳以上の児については、保育所保育指針、同解説ともに個別指導計画の必要性や作
成に関する記述はない。
なお、保育所保育指針では「障害や発達上の課題が見られる児」「外国籍家庭など、
特別な配慮を必要とする家庭」「不適切な養育等が疑われる家庭」について、保護
者の状況に配慮して「個別の支援」を行うよう努める旨の記述がある６）。そして、
保育所保育指針解説では、このうちの障害のある子どもの保育について「個別の指
導計画」という項目を立てており、ここでは、障害のある子どもの保育について「家
庭や関係機関と連携した支援のための計画を個別に作成するなどの適切な対応を図
ること」を示している７）。
そこで、幼児期の個別指導計画の現状を概観するため、それに関する先行研究を
CiNii を用いて検索した。キーワードを「保育＋個別＋計画」、「幼児＋個別＋計画」
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として検索したところ、それぞれ 90 件、96 件が抽出された。しかし、これらの研
究の対象は、すべて障害のある子どもや発達の気になる子どもにたいする計画で
あった（たとえば、吉川ら８）など）。このことから、個別指導計画に関する研究は、
現状では障害のある子どもや発達の気になる子どものみが対象になっていることが
分かった。
２. 目　的
保育実践では、子ども一人ひとりの発達状況や個性・特性に加えて、保護者の様
子や成育の環境なども含めた評価に基づいてかかわりを行うことが必要である。こ
れは、障害や発達の気になる点の有無に限らない。
筆者らはこれまで、子どもの発達を把握する際には、生活年齢ではなく発達年
齢でみることの重要性を述べてきた９）10）。なぜなら、たとえ同じ生活年齢であって
も、子どもの発達は均一とは言えないからである。そのため、障害等の有無に限ら
ず、子ども個々の発達に合わせた個別指導計画があることが望ましいと考えた。こ
のような経緯から、本研究では、保育・幼児教育を実践するうえでの、すべての子
どもにたいする個別指導計画の作成の意義と有用性について検討することを目的と
した。
３. 個別指導計画の現状
まず、個別指導計画の現状について確認する。保育所保育指針では、「子どもの
発達について理解し、一人一人の発達過程に応じて保育をすること」11）を示してお
り、３歳未満児には「一人一人の子どもの生育歴、心身の発達、活動の実態等に即
して、個別的な計画を作成すること」という記述により、具体的に個別的な計画の
作成の必要性を示している。一方で、３歳以上児については、「個の成長と子ども
相互の関係や協同的な活動が促されるよう配慮すること」と示すのみで、個別指導
計画の作成については述べていない。なお、このような３歳未満児の個別指導計画
の作成は、既に 1965 年の保育所保育指針12）に見られている。
次に、満３歳以上の児を対象とした幼稚園教育の指針である幼稚園教育要領であ
る。幼稚園教育要領では、「指導計画の作成上の基本事項」13）の中で、指導計画の考
え方を示している。ここでは「指導計画は、幼児の発達に即して一人一人の幼児が
幼児期にふさわしい生活を展開し、必要な体験を得られるようにするために、具体
的に作成する」と示している。しかし、ここでも個別指導計画の作成に関する具体
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的な記述はない。また、本要領の解説書である幼稚園教育要領解説では、「指導計
画の作成上の留意事項」の項14）で以下のように示している。
長期の指導計画は、幼稚園生活の全体を視野に入れて、学年や学級の間の連携を
十分図りながら作成する必要があり、全教職員の協力の下に作成するのが一般的で
ある。これに対して、短期の指導計画は、各学級の生活に応じた計画であることか
ら、学級担任が自分の学級について原則として作成するものである。
この記述から、指導計画が個別ではなく学級を対象としていることが分かる。
幼保連携型認定こども園の教育・保育の指針である、幼保連携型認定こども園教
育・保育要領では、「幼保連携型認定こども園として特に配慮すべき事項」の項15）で、
指導計画に関する事柄を以下のように示している。
ア． 満３歳未満の園児については、園児一人一人の成育歴、心身の発達、活動の実
態等に即して、個別的な計画を作成すること。
イ . 満３歳以上の園児については、個の成長と、園児相互の関係や協同的な活動が
促されるよう考慮すること。
また、同要領解説では、「全体的な計画と指導計画」の項16）で、「園児一人一人が
生活を通して必要な経験が得られるような具体的な指導計画を作成する必要があ
る」と記しているが、一方で、「指導計画と具体的な指導」の項17）では、「指導計画
を作成する際には、一般に園児一人一人の発達の実情を踏まえながらも、その共通
する部分や全体的な様相を手掛かりにして作成されることが多い」と示している。
このことから幼保連携型認定こども園でも、指導計画が主として全体を対象として
いることが分かる。
このように、３つの指針・要領では、３歳以上児の個別指導計画作成について、
具体的に記載していないことが分かった。
なお、３歳未満児の育ちについて、保育所保育指針解説５）には以下の記述がある。
３歳未満児は心身の発育・発達が顕著な時期であると同時に、その個人差も大き
いため一人一人の子どもの状態に即した保育が展開できるよう個別の指導計画を作
成することが必要である。保護者の思いを受け止めながら、「子どもの育ちを共に
喜び合う」という基本姿勢の下で、一日の生活全体の連続性を踏まえて家庭との連
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携を指導計画に盛り込んでいくことが求められる。
しかし、３歳以上児であっても発達は継続しており、個に応じた保育を行うため
に個別指導計画を作成する必要性は変わらない。むしろ、３歳未満児と比較して３
歳以上児は、対人関係や環境とのかかわりの広がりとともに、発達や成長の進み方
の多様性も広がることから、より個別的な指導計画が必要になることも考えられる。
そこで、以下では３歳以上児の個別指導計画を検討する上での足がかりとして、す
でに３つの指針・要領で作成が示されている、特別な配慮を必要とする子どもの個
別指導計画について概観する。
４. 特別な配慮を必要とする子どもの個別指導計画
障害のある子どもや発達の気になる子どもは、発達に遅れや偏りが見られるため、
それに応じた保育・教育を行うために個別指導計画を作成する必要がある。実際、
幼稚園教育要領18）では、特別な配慮を必要とする幼児への指導に関して「家庭、地
域及び医療や福祉、保健等の業務を行う関係機関との連携を図り、長期的な視点で
幼児への教育的支援を行うために、個別の教育支援計画を作成し活用することに努
めるものとする」と記している。また、保育所保育指針では「保育の計画及び評価」
の項２）において、障害のある子どもについて「子どもの状況に応じた保育を実施す
る観点から、家庭や関係機関と連携した支援のための計画を個別に作成する」こと
を示している。さらに、認定こども園教育・保育要領でも「特別な配慮を必要とす
る園児への指導」の項において、「個々の園児の実態を的確に把握し、個別の指導
計画を作成し活用することに努める」ことを示している。
このように、個別指導計画の作成にあたっては、家庭生活や地域での生活も考慮
することが必要になる。その理由は、障害のある幼児の発達の状態が、家庭での生
活の様子や、発達支援にかかわる社会資源などと深くかかわっているからである。
個別指導計画の具体的な作成と活用の視点については、以下にあげる幼稚園教育要
領解説19）の説明が分かりやすい。
障害のある幼児などは、学校生活だけでなく家庭生活や地域での生活を含め、長
期的な視点で幼児期から学校卒業までの一貫した支援を行うことが重要である。こ
のため、教育関係者のみならず、家庭や医療、福祉などの関係機関と連携するため、
それぞれの側面からの取り組みを示した個別の教育支援計画を作成し活用していく
ことが考えられる。
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このように家庭や地域での生活、さらに就学後の生活も考慮するならば、計画作
成には、障害のある幼児本人や保護者の願いや将来の希望などが反映されることも
大切である。このことは幼稚園教育要領解説の個別の教育支援計画の項19）にも示さ
れている。
また、個別指導計画は子どもの障害の状態がもたらす、生活上の困難さに合わせ
て作成されるものであり、その視点は障害の器質的・機能的改善ではなく、個が持
つ力を最大限に発揮できるようになるといった能力的な改善に重きが置かれる。そ
のため、課題に対する結果よりも、課題の解決に至る過程により注目することにな
る。
一方で、障害のある子どもや発達の気になる子どもは、課題の解決過程において
自分の感情や思考・行動をうまく表現できないことがある。そのため、子ども（個）
が持つ力を保育者の力で広汎かつ綿密に把握し、その表現を促すことが重要となる。
具体的には、まず、保育者は子どもがこれまでにしてきた経験や習得したことを把
握し、今後どのような経験が必要かを見極めながら援助・指導を考える。そして、
将来の子どもの発達像を見据えたうえで、今どのようなかかわりが必要か、その子
にとって何が必要かを明確にし、一貫性と連続性をもって発達が積み上がるよう個
別指導計画を作成していく。
筆者らはこれまで、障害のある幼児や発達の気になる幼児に対する保育（療育）
を行ってきた20）。そこでは保護者とともに個別指導計画を作成し、その実践と評価
を実施してきた。具体的な流れを以下に記す（図１）。まず、子どもの発達状況を
詳細に把握するために発達検査を実施した上で、子どもの様子を「基本的生活習慣
（食事・排泄など）」「健康」「言語（ことば）」「運動」「社会性」「感覚」「あそび」「表
現」「環境」などの項目に分けて観察し記録した。発達検査を実施した理由は、子
どもの様子を生活年齢ではなく発達年齢により把握するためである。次に、保護者
から家庭での子どもの様子や、子育てについての思いや希望を聞き取り、これらを
もとに個別指導計画を作成し実践した。保育（療育）の実施後は、再度項目ごとに
記録を作成し、子どもの実態と保育者のかかわりを整理した。保育（療育）を数回
行った後、その間の保育（療育）記録を項目ごとにまとめ、加えて発達検査を実施
し発達の再評価（効果測定）を行った。これらの結果をもとに保護者と面談を行っ
た。面談では、まず子どもの現状を共有した上で保護者の思いや希望などを聞き取
り、これを踏まえて今後想定される子どもの育ちの姿を共有し、次の個別指導計画
を作成した。
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①子どもの発達状況の把握
・発達検査の施行
・子どもの様子の観察記録
②保護者と面談
・家庭での子どもの様子の聞き取り
・保護者の思いや希望の聴取
③個別指導計画の作成
④保育（療育）の実施
・子どもの様子の観察記録
・保育者のかかわりの記録
⑤発達状況の再評価
・発達検査の施行
・④でとった記録の整理
⑥保護者と面談
・子どもの様子を共有
・今後みられる子どもの姿を想定
・保護者の思いや希望の聴取
⑦次の個別指導計画の作成
図１ 筆者らが行った保育（療育）の流れ
このような過程を経ることで、保育（療育）の中で行う活動の意味を保護者に伝
えることが容易になった。また、保護者と子どもの情報を共有するだけでなく、保
護者の理解のもとに個別指導計画を作成することで、子どもの理解の促進に加えて、
保護者の子育てにたいする精神的負担感を軽減することも可能であった。さらに、
保護者と保育者で保育を共有することが子どもへのかかわり方の共通化にもつなが
り、結果として子どもの戸惑いが減少することを経験した。
子どもの様子を保護者と共有する際には、子どもが興味・関心を抱いた対象やそ
れとのかかわり方、結果として起こったことへの反応やその変容の過程などを伝え
た。ここで行われた保育（療育）は、障害のある子や発達の気になる子が対象であっ
たが、それぞれの子が「身体コントロールの不器用さやバランスの不均衡さ」、「ボ
ディイメージの未熟さや運動協調性の拙劣さ」、「自発性の低さ」、「感情コントロー
ルの拙劣さやイメージへの不得意さ」などの特徴をもっていた。そのため、興味・
関心を抱く対象に気づくことが難しかったり、それらの対象とのかかわりが拙劣で
あったりした。このような状況を考慮して保育者がかかわることで、対象への気づ
きやかかわりが改善し、多様な経験が可能になることが分かった20）。具体的には、
身体や感情のセルフコントロールが改善し、周囲との人や物とのかかわりが促進さ
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れることや、保育者をモデルとして行動を模倣する場面が多くみられるようになり、
自発的な行動の生成が可能になるなどである。この時保育者は、子どもの最適な学
びのために、どのタイミングで何を教授するかを判断している。このような子ども
の発達と教授・学習の過程を理解することは、個別指導計画を作成する上で重要な
ポイントとなるが、実際には保育者によって、その理解を支える資質に差があると
いう現状がある。
５. ヴィゴツキーの理論からみた個別指導計画の意義
このような子どもへの教授と学習について、ヴィゴツキーは、幼児前期、就学前
期、学齢期にわけて次のように整理している21）。就学前期（３歳から８歳未満の時
期）に関しては、発達の教授・学習の関係は「自然発生的－反応的」性格をもち、
さらにこの時期の前半（３歳から５歳の時期）はその中で自然発生的モメントがよ
り強く、後半（６歳から７歳の時期）になると反応的モメントが強くなると述べて
いる。自然発生的とは環境から子ども自身が学ぶこと、すなわち教授・学習の関係
を自分で構築していくことであり、幼児前期の３歳までの子どもに見られる。これ
にたいして、反応的とは学齢期の子どもが学校などで大人（教師等）から学ぶこと
である。このことから就学前期（３歳から８歳未満の時期）は自然発生的な教授・
学習から反応的な教授・学習へと移行している時期といえる。
この移行時期を念頭に考えれば、子どもそれぞれの発達状況は大なり小なり異
なっている可能性があり、保育では、個々が示す教授・学習の様子を踏まえ個別に
計画を立てることが重要になると考えられる。具体的には、この移行時期には自然
発生的から反応的な教授・学習になるよう、たとえば、子ども自身が学んでいくプ
ログラムを基盤としながら、保育者が教授するプログラムも適宜入れていくといっ
たことが、子どもの発達段階に応じて組まれることが望ましいということである。
この時期の子どもは、保育者が立てた計画を自分の興味や関心に変換し自分のプロ
グラムとして学ぶことも可能なため、それらを見越した計画も必要になる。なお、
計画を作成する際には、子どもの学習過程が螺旋状である22）ことにも考慮が必要で
ある。つまり、子どもの学習は、できたりできなかったりを繰り返しながら進んで
いくため、保育者はそれらも理解した上で計画を作成する必要がある。
また、ヴィゴツキーは「発達の最適期」の問題をとりあげており、ある事柄をい
つから教えはじめるべきかといった最適期の下限とともに、いつまでに教えるべき
かという上限を想定している。つまり、あらゆる教授・学習には最適期（もっとも
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好都合な時期）が存在しており、遅すぎる教授・学習は発達の促進に寄与しないと
いうことである。
しかし、保育の中では、いつから教えるかといったいわゆる最適期の下限は意識
されるものの、いつまでに教えるべきかといった最適期の上限は十分に意識されて
いない。本来、指導計画を作成する際には、最適期の下限と上限の間の幅を利用す
るといった柔軟性が必要となるため、最適期の上限についても意識されることが必
要である。この「発達の最適期」の上限と下限を生活年齢と発達年齢のいずれでと
らえるかは、その指標となる発達項目により異なる可能性があるが、前述の通り、
発達を積み上げるという視点を重視したり、現状の発達段階に基づいた教授・学習
を考慮したりするのであれば、発達の最適期を含む子どもの状態は、発達年齢でと
らえる方が妥当であると考える。
６. 発達年齢を考慮した個別指導計画
子どもの発達年齢を考慮した個別指導計画を作成するためには、子どもの発達状
況をどのような視点から観察し、評価をするかが重要である。たとえば、保育では
子どもの発達に応じて「ねらい」と「内容」を５領域（健康・人間関係・環境・言
葉・表現）から示しているため、これらと発達の状態の客観的評価との整合がとれ
ていることが望まれる。このことは、子どもの発達を客観的に評価する発達検査（遠
城寺式・乳幼児分析的発達検査23）、乳幼児発達スケールタイプ C24）等）の項目と、
５領域の相互性を踏まえることで、子どもの個の発達に応じた個別指導計画を作成
することが可能になると考えられる。　　
領域「健康」は遠城寺式・乳幼児分析的発達検査（以下、遠城寺式）では「基本
的生活習慣」の項目に該当すると考えられ、乳幼児発達スケールタイプ C（以下、
KIDS-C）では「しつけ」の項目に該当する。領域「人間関係」は、遠城寺式では「対
人関係」の項目に該当し、KIDS-C では「対子ども社会性」と「対成人社会性」の
項目に該当する。同様に領域「言葉」は、遠城寺式では「発語」「言語理解」の項
目に該当し、KIDS-C では「理解言語」「表出言語」の項目に該当する。領域「表現」は、
遠城寺式では「移動運動」「手の運動」の項目に該当し、KIDS-C では「運動」「操作」
の項目に該当する。領域「環境」は、他の領域を実践する場や、他の領域を獲得す
るために必要な内容であり、他の領域の基盤となるものである。これは、KIDS-C
における「概念」の項目に該当する。
しかし、子どもの発達を評価するには、保育で見られる子どもの包括的な行動や
幼児にたいする個別指導計画作成の現状と意義
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発達検査にはない領域についても考慮が必要になる場合がある。たとえば、「あそ
び」や「感覚」といった項目である。あそびは、子どもの発達のさまざまな側面を
表していると言え、たとえばパーテンはあそびの発達段階を対人関係の面から整理
しており、これは社会性の拡がりの過程を表している。また、ピアジェはあそびを
内容の複雑さの面から整理しており、これは知的発達を反映しているものである。
感覚は、外界の情報を入力したり意思を実行したりする際に必要である。たとえ
ば、情報入力は五感（味覚、視覚、聴覚、嗅覚、触覚）を通して行われ、ここで取
り入れた情報を基に、環界の知覚・認知やそれに伴う思考が可能になる。また、意
思の実行は、バランスやスピードなどの感覚に関連する前庭感覚や力のコントロー
ルに関連する固有受容覚など、運動や姿勢を作るために必要な体性感覚に支えられ
ている。筆者らの研究では、障害のある子どもや発達の気になる子どもの多くには
これらの感覚に偏りがあり 20）25）、このことが日常生活の困難さの背景になっている
可能性を指摘している。具体的には五感の偏り（敏感・鈍感）により、環界の知覚・
認知に拙さがある、体性感覚の偏りにより姿勢・運動制御に拙さが見られるといっ
たことである。
このように、発達検査などの客観的発達指標や、保育で見られる活動の体系的指
標に基づく評価、また、感覚などの個の持つ特性評価などを視点に入れることで、
子どもの発達をより的確にとらえることが可能になる。より個に応じた個別指導計
画を作成する上では、このような資料を活用することも有効であると考えられる。
　
７. 保育所・幼稚園における個別指導計画の作成
前述の「３．個別指導計画の現状」でも論じた通り、現状の３つの指針と要領に
は、３歳以上児の個別指導計画の作成について具体的な記述はなかった。
しかし、これまでの論述にもあるように、子ども個々の発達に応じた連続性のあ
る保育を可能にするためには、３歳以上児にも個別指導計画を作成することが望ま
れる。そして、その内容は発達に応じて、たとえば３歳未満児までは、養護におけ
る基本的生活習慣の獲得を中心とした個別の指導計画を作成し（基礎的）、３歳以
上児には、子ども個々の教授・学習の発達の様子を考慮した活動をもとに個別の指
導計画を作成する（応用的）ことが可能であると考えられる。
筆者は、保育所での保育の中で、３歳以上児にも個別指導計画を作成してきた経
験がある。具体的には、３歳未満児のクラスまでは、毎月個別指導計画を作成し、
３歳以上児クラスでは、３か月毎に個別指導計画を作成してきた。さらに、その個
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別指導計画に伴う実施評価を、３歳未満児クラスは毎月の月末、３歳以上児クラス
では３か月毎の月末に作成し、それをもとに次の個別指導計画を作成してきた。こ
のことで、子どもの姿を細かく捉えることができ、また、発達状況の理解につなげ
ることが可能となった。さらに、この個別指導計画や実施評価を、保育者間や保護
者への情報の共有、保育計画の遂行の際の参考にすることができ、個々の子どもを
意識した保育を実践することが可能になった。
しかし、個別指導計画を用いて保護者との情報共有のための面談をする際や、
保護者の相談にたいして保育者が答える際には、「保育者（専門職）としての見解
を話す」「保育者から一方向的に伝える」といった場面も少なからずあった。その
ため、個別指導計画の作成に保護者の思いや考えが十分に反映されない現状もあっ
た。個別指導計画は、本来、その子がどのように育って欲しいのかといった保護
者の思いや、就学後に望まれる子どもの姿を見据えることが基盤にあり、子ども
本人や保護者の意見も踏まえる必要がある。また、個別指導計画の作成に保護者
も参加することで保育現場と家庭とで一貫したかかわりを行うことが可能になる。
このことから個別指導計画の作成においては、保護者の思いや意見も考慮するな
ど、十分な連携をしながら作成することが望まれる。
８. 保育所・幼稚園と家庭との連携の実際
家庭との連携を重視することは、３つの指針と要領にも記載されている。たとえ
ば、保育所保育指針では、「子育て支援」の項において、子どもの健やかな育ちを
実現できるよう、保育所が保護者にたいして子育て支援を行うために、保護者との
相互理解を図ることが記載されている26）。また、幼稚園教育要領では保護者との連
携に関して「幼稚園と家庭が一体となって幼児とかかわる取組を進め、地域におけ
る幼児期の教育のセンターとしての役割を果たすよう努めるものとする。その際、
心理や保健の専門家、地域の子育て経験者等と連携・協働しながら取り組むよう配
慮するものとする」と記載されている27）。幼保連携型認定こども園教育・保育要領
でも同様に、「家庭との連携を図りながら」「保護者と共に園児を心身ともに健やか
に育成する」28）ことを目標として掲げている。
このように保育所等は、３つの指針・要領に基づき家庭との連携を図っている。
しかし、その連携は「支援」という形でとらえられている。「支援」には「力を貸
して助ける」という意味があることから、すなわち保育所等と保護者は均しい関係
ではないと言える。家庭での子育てについて、保育所等が助言・指導をすることは
幼児にたいする個別指導計画作成の現状と意義
62
あっても、保護者が保育所・幼稚園での保育内容（指導方針）に意見を述べること
は希少である。子どもを将来にわたり育てていくのは保護者であり、保育は保護者
との一時期の協力関係に過ぎない。したがって、その子の将来の姿を見据えた保育
を考えるにあたっては、子どもの育ちの見通しや子育ての考え方を保護者と共有す
ることが不可欠である。つまり、保育所等と家庭との連携では、保育所等が一方的
に支援をするだけでなく、保育所等と保護者が一緒になり個別指導計画を作成する
ことで、子どもの将来を見据えた保育・教育の共有とその一貫性が生まれると考え
られるのである。
このような保護者との連携に基づく個別指導計画の作成は、既に諸外国で先例が
ある。たとえば、北欧のフィンランド共和国では、幼児教育のナショナルコアカリ
キュラム29）の中でこれを規定し実施している。そこでは、たとえば「将来どのよう
な子どもに育ってほしいのか」、「現在の様子から不足していると考えられること」
や「苦手としていること」、「家庭で過ごしている中で見られる様子を受け、それら
を克服できるようにする」などが書面や面談などで共有され、「得意としているこ
とを伸ばしていく」ことが可能になるよう、個別指導計画を作成し実施している。
この面談は定期的に行われ、その中で育ちを振り返り、その結果を次の計画作成に
反映させている。　
９. まとめ
保育所等では保育の計画や指導計画を作成し、それに沿って保育を実践してい
る。それは、それぞれの保育指針や教育要領をもとに綿密に練られた計画となって
おり、具体的には、年間の保育計画（年間計画）から期別（学期）の保育計画（期案）、
月毎の保育計画（月案）、週毎の保育計画（週案）、日毎の保育計画（日案）へと連
携させて計画が立てられている。そして、これらの計画に基づく保育を実践した結
果に合わせて、次の保育計画を見直すという流れになる。しかし、３歳未満児では
個別指導計画の作成と実施評価がなされているものの、３歳以上児ではその作成が
具体的に指針や要領等で示されていなかった。
その背景には、３歳未満児では個を大切にした保育が行われるのにたいして、３歳
以上児では集団に重点を置いた保育が行われていることが考えられる。このことに
ついて、保育所保育指針には「３歳以上児については、個の成長と、子ども相互の
関係や協同的な活動が促されるよう配慮すること」との記載がある1）。また、保育
所保育指針解説の３歳以上児の指導計画30）には以下のように記載されている。
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３歳以上児の指導計画は、クラスやグループなどの集団生活での計画が中心とな
るが、言うまでもなく、集団を構成しているのはその個性や育ちがそれぞれに異な
る子どもである。個を大切にする保育を基盤として、一人一人の子どもは集団にお
いて安心して自己を発揮する。そして、他の友達と様々なかかわりをもち、一緒に
活動する楽しさを味わい、協同して遊びを展開していく経験を通して、仲間意識を
高めていく。３歳以上児の保育に当たっては、一人一人の子どもや集団の実態に即
して、こうした過程を考慮することが求められる。
さらに、幼稚園教育要領31）には以下のような記載がある。
幼児の生活は、入園当初の一人一人の遊びや教師との触れ合いを通して幼稚園生
活に親しみ、安定していく時期から、他の幼児とのかかわりの中で幼児の主体的な
活動が深まり、幼児が互いに必要な存在であることを認識するようになり、やがて
幼児同士や学級全体で目的をもって協働して幼稚園生活を展開し、深めていく時期
などに至るまでの過程を様々に経ながら広げられていくものであることを考慮し、
活動がそれぞれの時期にふさわしく展開されるようにすること。
集団の保育は、集団を構成する個をしっかりと見つめ、個々の子どもの成長発達
を充実させることが基盤となる。子どもが集団という場に単に存在することは可能
だが、そこを自分の居場所として認識するには段階を積み上げていかなければなら
ない。また、他者とのかかわりが複雑化してくることも考慮すれば、３歳以上児に
ついても個別指導計画を作成することが望まれる。
このように個別指導計画の作成やそれに伴う実施評価を行うことで、子どもの発
達を丁寧に積み上げることが可能になる。また、個別指導計画の作成と実施評価を
丁寧に行うことは、就学の際に子どもの育ちを理解する上での資料となり、小学校
へのスムースな移行にも効果的であると考えられる。さらに、発達の気になる子ど
もは、３歳以上児になるとその特徴の顕在化が進むことがあるが、すべての子ども
にたいして個別指導計画を作成することで、従来の「障害のある子や発達の気にな
る子のための個別指導計画」のような指導計画を改めて作成する必要がなくなる。
むしろ、現行では「障害のある子や発達の気になる子のための個別指導計画」の必
要性が３歳以上で生じた場合にはそれ以前の個別指導計画や記録がないことから、
３歳以上児でも個別指導計画を作成することで保育の連続性が保障されるとも考え
幼児にたいする個別指導計画作成の現状と意義
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られる。
本稿では、保護者と一緒に指導計画を作成することについても論じたが、その際
には子どもの将来の姿を含め、十分な話し合いの中で見通しをもち進めていく必要
がある。この時、子どもの発達は螺旋状になっていること、今現在のかかわりの結
果が即時的なものと時間が経ってから出てくるものと様々であることなど、保育者
と保護者で統一の見解をもつ必要性がある。このような話をする際に、保育者とし
ての専門的見解や多くの子どもを見てきた経験が必要になってくる。
本稿では、３歳以上児にたいする個別指導計画の作成の意義について検討してき
た。その中では、個から集団へと社会性が拡大する中においても、個の育ちを確認
することの大切さが再認され、３歳以上児においても、個の育ちを保障する個別指
導計画の作成が望まれると考えられた。また、その作成や実施評価にあたっては、
体系化された発達理論や発達指標に基づくことが必要なこと、さらには保護者との
連携（子育ち、子育ての考え方の共有）の中で進めることの大切さを指摘できた。
今後、３歳以上児の個別指導計画の作成の意義をさらに確固たるものにするために
は、個別指導計画に関する国内各地域の現状や諸外国での実情等を調べることや、
その実施を可能にする体制等について検討することが課題であると考えられた。
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